
複合機賃貸借契約書（単価契約） 

 

発注者と受注者とは、複合機賃貸借に関し、次の条項により契約を締結する。 

本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有

する。  

（※電子契約の場合は「本契約の証として、この電磁的記録を作成し、双方

電子署名の上、各自この電磁的記録を保有する。」とする。）  

 

（契約の目的）  

第１条  本町における既存複合機等を一括して更新する。主な内容は次のと

おりとする。  

・  デジタル複合機及び関連機器の提供及び設置  

・  必要に応じた環境設定  

・  複合機を使用するために必要な保守及び障がい対応  

・  消耗部品納入（コピー用紙及びステープラー針は除く）  

 

（複合機の設置場所等）  

第２条  複合機の設置場所、機種及び請求先並びに発注者が複合機を利用す

ることに伴う料金（以下「複合機賃貸借料金」という。）は、設置場所・

機能等一覧及び別表１のとおりとする。  

 

（賃貸借期間）  

第３条  賃貸借期間は、令和７年 11 月 1 日から令和 12 年 10 月 31 日までと

する。  

 

（複合機賃貸借料金）  

第４条  複合機賃貸借料金は、別表１に定める単価に発注者の確認を受けた

複写枚数を乗じた額（１円未満の端数は切り捨てる。）に消費税及び地方

消費税額を乗じて得た額とする。この場合、１円未満の端数が生じたとき

は切り捨てるものとする。なお、契約期間中に消費税及び地方消費税の税

率が変更された場合は、その税率により計算した消費税及び地方消費税相

当額に変更し、支払うものとする。  

 

（料金の請求及び支払い）  



第５条  受注者は、複合機毎に月単位で使用カウントを検針し、前条により

算出した複合機賃貸借料金を翌月 10 日までに、設置場所・機能等一覧に

示す請求先へ請求するものとする。  

２  発注者は、請求書を受理したときは、その日から起算して 30 日以内に

支払うものとする。  

 

（複合機の納入）  

第６条  受注者は、あらかじめ発注者が指定する日までに、発注者の指定す

る場所に複合機を納入し、正常な状態で使用できるようにした後、発注者

の検査を受けるものとする。これに要する費用はすべて受注者において負

担するものとする。  

２  受注者は、前項に規定する期日までに複合機を納入し、発注者の検査に

合格することができないことが明らかになったときは、発注者に対して遅

滞なくその理由を付した書面により期限の延長を求め、発注者の承認を受

けなければならない。  

３  受注者は、前項の場合において、その理由が受注者の責に帰するもので

あるときは、契約金額の年額相当額につきその延長日数に応じ、年２ .５

パーセントの割合を乗じて得た額の遅延料を発注者に支払わねばならな

い。  

 

（消耗品の供給）  

第７条  消耗品は、受注者の社員若しくは受注者の認定する社員（以下「社

員」という。）の保守点検時又は発注者の申し出によって発注者の保有数

量の不足を知った時、受注者が供給するものとする。但し、消耗品には、

コピー用紙及びステープラー針は含まないものとする。  

 

（電気料金の負担）  

第８条  発注者が複合機を利用するために必要な電気料金については、発注

者が負担する。  

 

（複合機の保守）  

第９条  受注者は、発注者が常時正常な状態で複合機を利用できるよう、定

期的に社員を派遣して複合機の点検、調整を行わなければならない。  

２  複合機が故障した場合は、発注者の請求により受注者は直ちに社員を派

遣して修理に着手し、すみやかに正常な状態にしなければならない。  

 



（設置場所の変更）  

第 10 条  発注者は、第２条に規定する設置場所を変更しようとするときは、

あらかじめ受注者に通知しなければならない。この場合、複合機の移動は

受注者が実施するものとする。  

 

（保険）  

第 11 条  受注者は、使用する複合機について、受注者の負担において動産

総合保険を付するものとする。  

 

（複合機賃貸借料金の変更）  

第 12 条  一般的な経済情勢の変動に基づく物価等の変動により消耗品等の

価格に変動が生じたときであっても、複合機賃貸借料金は変動しないもの

とする。ただし、予期することが出来ない非常の事態が発生したため、変

更しないことが著しく不適当と認められる場合に限り、発注者及び受注者

双方が協議の上、複合機賃貸借料金を変更することができるものとする。 

 

（発注者の契約解除権）  

第 13 条  発注者は、受注者が次の各号の一に該当するときは、契約を解除

することができる。  

(１ )受注者の責めに帰すべき理由により第３条の期間中に業務を継続する見

込みがないと明らかに認められるとき。  

(２ )受注者の業務が著しく不誠実と認められ、又はこの契約を履行する意思

がないと認められるとき。  

２  前各号の規定により契約を解除した場合は、契約保証金は発注者に帰属

する。但し、契約保証金を納入していないときは、受注者は、損害賠償金

として契約金額の年額相当額の 100 分の 10 に相当する額を納付するもの

とする。  

３  第６条第３項及び前項に規定する契約金額の年間相当額は、年間使用予

定数量相当分の複合機賃貸借料金（消費税及び地方消費税を含む。）とす

る。  

４  発注者は、翌年度以降において発注者の歳入歳出予算における本契約の

契約金額について減額又は削除された場合には、本契約を解除することが

できる。  

 

（不正行為があった場合の賠償額の予定等）  

第 14 条  受注者（共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。



以下この条において同じ。）が、この契約に関し、次に掲げる場合のいず

れかに該当したときは、賠償金として契約金額の年間相当額（この契約締

結後、委託金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１００分

の２０に相当する額を発注者の指定する期間内に支払わなければならな

い。この場合において、発注者がこの契約を解除するか否かを問わず、又、

この契約が履行された後についても同様とする。  

(１ ) 受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第５４号。「独占禁止法」という。以下同じ。）第３条の規定に違反

し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１項

の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し独占禁止法

第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）

の規定に基づく課徴金納付命令（「納付命令」という。以下同じ。）を行い、

当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３

条第２項の規定により取り消された場合を含む。以下この条において同

じ。）  

(２ ) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく

排除措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業

者団体（「受注者等」という。以下同じ。）に対して行われたときは、受注

者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていな

いときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令

をいう。次号において同じ。）において、この契約に関し、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動が

あったとされたとき。  

(３ ) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁

止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期

間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合（この契

約が示された場合を除く。）において、この契約が当該期間に入札（見積

書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当す

るものであるとき。  

(４ ) この契約に対し、受注者（法人にあってはその役員又は使用人を含む。）

が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条

第１項若しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。  

(５ ) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項

第２号に該当すると町長が認めたとき。  

２  受注者は、契約の履行を理由として、第１項の賠償金を免れることがで

きない。  



３  第１項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が賠償金の額を超過す

る場合において、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを

妨げない。  

 

（発注者の催告によらない解除権）  

第 15 条  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この

契約を解除することができる。  

(１ ) 個人である入札参加資格業者及び法人である入札参加資格業者の役

員等が、暴力団員であると認められるとき。  

(２ ) 入札参加資格業者及びその役員等が、自己、自社若しくは第三者の不

正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は

暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。  

(３ ) 入札参加資格業者及びその役員等がいかなる名義をもってするかを

問わず、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他の財産上の利益

を不当に与えたと認められるとき。  

(４ ) 入札参加資格業者及びその役員等が、暴力団又は暴力団員であること

を知りながらこれを不当に利用するなどしていると認められるとき。  

(５ ) 入札参加資格業者及びその役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に

非難されるべき関係を有していると認められるとき。  

(６ ) 入札参加資格業者及びその役員等が下請契約等、資材・原材料の購入

契約その他の契約に当たり、その契約相手方の入札参加資格の有無にかか

わらず、アからオまでのいずれかに該当する者であると知りながら、当該

契約を締結したと認められるとき。  

(７ ) 受注者が (１ )から (５ )までのいずれかに該当する者を下請契約又は、

資材・原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当

する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、

受注者がこれに従わなかったとき。  

 

（受注者の契約解除権）  

第 16 条  受注者は、発注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契

約の履行が不可能となったときは、書面をもって発注者に通告することに

よって、この契約を解除することができるものとする。この場合において、

発注者に未払いとなっている契約代金があるときは、受注者の発注者に対

する当該契約代金及びこれに係る遅延利息の請求を妨げない。  

 

（個人情報の保護）  



第 17 条  受注者は、この契約による業務を処理するための個人情報の取り

扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならな

い。  

 

（秘密等の保持）  

第 18 条  受注者は、発注者が承諾した場合を除き、個人情報の処理は自ら

行い、第三者にその点検等業務を委託してはならない。  

 

（目的外使用の禁止）  

第 19 条  受注者は、この契約による点検等業務を履行するため収集、作成

した個人情報を本契約の目的以外に使用し、又は第三者に提供してはなら

ない。  

 

（紛争の処理）  

第 20 条  受注者は、この契約に関し第三者との間に発注者の責めに帰さな

い紛争が生じたときは、受注者の負担において、その一切の処理をするも

のとする。  

 

（補足）  

第 21 条  この契約に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたと

きは、発注者と受注者との協議の上、これを定めるものとする。  

２  この契約が、契約内容を記録した電磁的記録により作成した場合におい

て、この契約に施された電子署名に付与されたタイムスタンプの時刻情報

が記載の締結の日以後のときにあっても同日に遡って効力を生ずるもの

とし、また、当該時刻情報が同日前のときにあっても同日から効力を生ず

るものとする。  

 

（特約事項）  

第 22 条  この契約は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 234 条の３

の規定による長期継続契約であるため、本契約の締結日の属する年度の翌

年度降において、歳出予算の当該金額について減額又は削除があった場合

は、発注者は、この契約を変更又は解除することができる。  

２  １の規定によりこの契約が解除された場合において、受注者に損害が生

じたときは、受注者は、発注者に対して損害賠償を求めることができる。

この場合における賠償額は、発注者及び受注者の協議により定めるものと

する。  



 

令和  年   月   日  

 

 

発注者  住 所  大阪府南河内郡太子町大字山田 88 番地  

  名   称  太子町  

  代 表 者   太子町長  田 中  祐 二  印  

 

受 注 者  住   所 

  商号・名称 

  代 表 者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１  

 

複合機賃貸借料金  

 

 

複合機賃貸借料金（単価）  

（消費税及び地方消費税を除く）  

 

 モノクロ       ◯◯ .◯◯円  

 カラー       ◯◯ .◯◯円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 受注者は、この契約による業務を履行するにあたっては、個人情報（特定個人情

報を含む。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのない

よう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２条 受注者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知ら

せ、又は不当な目的に使用してはならない。 

２ 受注者は、この契約による業務に従事する者（「業務従事者」という。以下同じ。）に

対し、在職中及び退職後においても、個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不

当な目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関して必要な事項を周知徹

底させるとともに、適切な教育を行わなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

（適正管理） 

第３条 受注者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報について、個人情報の

漏えい、滅失、き損等の事故（「漏えい等」という。以下同じ。）の防止その他個人情報

の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 受注者は、前項の目的を達成するため、個人情報を取り扱う場所及び個人情報を保管

する場所（「作業場所」という。以下同じ。）において、入退室の規制、防災防犯対策そ

の他の安全対策を講じなければならない。 

３ 受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その

体制を維持しなければならない。 

４ 受注者は、個人情報の管理責任者及び業務従事者（「責任者等」という。以下同じ。）

を定め、書面により発注者に報告を行うものとする。 

５ 前項により報告した責任者等を変更する場合は、書面により速やかに報告を行うもの

とする。 

６ 管理責任者は、業務従事者が本特記事項に定める事項（「規定事項」という。以下同じ。）

を適切に実施するよう監督しなければならない。 

７ 業務従事者は、管理責任者の指示に従い、規定事項を遵守しなければならない。 

 

（責任者等への教育） 

第４条 受注者は、責任者等に、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、

規定事項において遵守すべき事項その他当該業務の適切な履行に必要な教育及び研修を

実施しなければならない。 

 

（収集の制限） 

第５条 受注者は、この契約による業務を履行するために個人情報を収集するときは、当

該業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなけれ

ばならない。 

 

（提供） 

第６条 受注者は、この契約による業務を処理するために、発注者が保有する個人情報の

提供を受ける必要がある場合は、その授受を明確にするために書面を取り交わすものと

する。 

 



（利用及び提供の制限） 

第７条 受注者は、発注者の指示がある場合を除き、前条により授受された個人情報その

他この契約による業務に関して知り得た個人情報について、当該業務を処理する目的以

外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

（持ち出しの禁止） 

第８条 受注者は、第６条により授受された個人情報について、この契約による業務を

処理するために必要がある場合を除き、作業場所から持ち出してはならない。 

 

（複写又は複製の禁止） 

第９条 受注者は、発注者の承諾がある場合を除き、この契約による業務を処理するため

に発注者から提供された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならな

い。 

 

（再委託の禁止等） 

第１０条 受注者は、この契約による業務に係る個人情報の処理を自ら行うものとし、第

三者にその処理を委託してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の書面による承諾

を得た場合はこの限りでない。 

２ 受注者は、前項において承諾を受けた内容を変更する場合は、速やかに発注者に届出

を行い、承諾を得るものとする。 

３ 前項ただし書きによる再委託を受けた第三者（「再受注者」という。以下同じ。）は、

再委託を受けた業務の範囲内で、個人情報の保護について発注者と同様の義務を負

うものとする。 

４ 受注者は、再受注者の履行内容を管理監督するとともに、当該再受注者の行為に

つき、発注者に対して連帯して責任を負うものとする。 

５ この規定事項は、再委託先が再々委託を行う場合以降にも適用するものとする。 

 

（事故発生時の対応） 

第１１条 受注者は、個人情報の漏えい等があった場合若しくはその兆候を把握した場合、

又は規定事項に違反している事実若しくはその兆候を把握した場合は、速やかに発注者

に報告し、その指示に従わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後に

おいても、同様とする。 

２ 受注者は、前項の漏えい等があった場合は、発注者と協議のうえ、直ちに被害拡大の

防止、原状復旧、再発防止のための必要な措置を講じるものとする。 

３ 受注者は、原状復旧後速やかに、事故の状況、復旧措置、原因等について、書面によ

り発注者に報告しなければならない。 

 

（個人情報の返還又は処分） 

第１２条 受注者は、この契約が終了し、又は解除されたときは、この契約による業務に

係る個人情報を速やかに発注者に返還又は廃棄・消去するとともに、その旨を書面によ

り発注者に報告するものとする。 

２ 個人情報を廃棄又は消去する場合は、可能な限り復元不可能な手段を講じるものとす

る。 

 

（検査の実施） 

第１３条 発注者は、個人情報の処理について、規定事項に基づき必要な措置が講じられて

いるかどうかを確認する必要があると判断した場合は、受注者に対して報告を求め、又

は受注者の作業場所を調査することができるものとする。 



２ 受注者は、前項の報告又は調査により発注者から改善を指示された場合は、その指示

に従うものとする。 

 

（契約解除及び損害賠償） 

第１４条 発注者は、故意又は過失を問わず、受注者又は再受注者（以下、本条において

「受注者等」という。）が規定事項に違反し、又は怠ったと認めるときは、この契約の解

除をすることができるものとする。 

２ 受注者等は、前項の違反その他受注者等の責めに帰すべき事由により発注者又は第三

者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

３ 受注者等は、第１項の規定に基づく契約の解除により損害を被った場合においても、

発注者にその損害の賠償を求めることはできない。 

 

 


